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①林業生産の動向
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 木材価格は高度経済成長に伴う需要の増大等の影響により1980年にピークを迎えた後、木材需要の低迷や輸入材との競
合等により長期的に下落。近年はほぼ横ばいで推移してきたが、2021年には世界的な木材需要の高まりや海上輸送運賃
の上昇により輸入木材の価格が高まり、代替需要により国産材の価格も上昇（いわゆる「ウッドショック」）。2023年
にかけては下落傾向にあったものの、以降概ね横ばいで推移しており、価格上昇前の2020年の価格よりは高値の状況。

 林業産出額については、近年増加傾向で推移。2023年は、製材用素材等の価格の低下や生産量が減少したこと等により
木材生産の産出額が減少したため、前年に比べ4.0％減少し、5,563 億円となった。

■ 林業産出額の推移■ 木材価格の推移

資料：農林水産省「木材需給報告書」「木材価格」、日本銀行「企業物価指数（日本銀行時系列統計データ検索サイト）」
注１：素材価格は、それぞれの樹種の中丸太（径14～22cm（カラマツは14～28cm）、長さ3.65～4.00m）の1㎥当たりの価格。
注２：2013年の調査対象の見直しにより、2013年の「スギ素材価格」のデータは、前年までのデータと必ずしも連続しない。
注３：2018年の調査対象の見直しにより、2018年以降のデータは、2017年までのデータと必ずしも連続しない。

■ 樹種別国産材生産量（2023年）

ピーク時の
約2/5

ピーク時の
約1/3

2002年
木材自給率最低

1980年
木材価格ピーク

2023年

資料：令和５年農林水産省「林業産出額」
 注１：「その他」は、薪炭生産、林野副産物採取。
注２：木材生産は、平成23年以降に燃料用チップ素材の産出額を含む。

2002年
木材自給率最低

1980年
木材価格ピーク

2024年

資料：農林水産省「令和５年木材統計」
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保有山林で自ら伐採

受託若しくは立木買い

②林業経営の動向
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 2020年の林業経営体数は約3.4万経営体で、2005年の約20万経営体から大幅に減少。一方、１林業経営体当たりの平均
素材生産量は増加し、規模拡大が進行。

 素材生産量の８割は森林所有者からの受託や立木買いによるもの。また、会社や森林組合等が素材生産の８割を担う。

 林業従事者の年間平均給与は、全産業平均より100万円程度低く、30代以降給与の伸びが鈍化。所得の向上が課題。
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293 
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1千㎥未満 1千～5千㎥ 5千～1万㎥ 1万㎥以上

■ 素材生産量規模別の林業経営体数・素材生産量の推移

■ 組織形態別の素材（丸太）生産量

■ 全産業と林業従事者の年間平均給与

■ 林業経営体数の推移

資料：農林水産省「農林業センサス」（組替集計）。林業経営体数は、過去１年間に素材生産を行った林業経営体の数を集計。

13,626 経営体

12,917 経営体

10,490 経営体

5,839 経営体

林
業
経
営
体
数

素
材
生
産
量

3,238 2,534 2,456 1,994 

2,326 2,261 
1,819 1,388 

177,368 

125,136 

77,692 

27,776 

2,258 

1,673 

1,289 

828 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

2005年 2010年 2015年 2020年

その他

地方公共団体・財産区

個人経営体

森林組合

民間事業体

(経営体)

資料：農林水産省「農林業センサス」

注1：林業経営体とは、①保有山林面積が３ha以上かつ過去５年間に林業作業を行うか、森林経営計画を作成している、②委託を受けて

育林を行っている、③受託や立木の購入により過去１年間に200㎥以上の素材生産を行っている、のいずれかに該当する者をいう。

 注2：個人経営体とは、家族で経営を行っており、法人化していない林業経営体。

資料：農林水産省「2020年農林業センサス」
注1：「林業経営体数の推移」（左上のグラフ）の林業経営体のうち、過去１年間に素材生産を行った林業経営体について集計。
注2：会社とは、株式会社、合名・合資会社、合同会社などをいう。 

 注3：その他の法人とは、一般社団法人、宗教法人などをいう。
注4：「法人化していない」とは個人経営体等であり、例えば専ら自家労働等により施業を実行する自伐林家などが該当する。
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資料：民間給与実態統計調査(R4)、林野庁業務資料
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■ 林業従事者数、若年者率等の推移

（52.1)（56.0） （54.4）（56.2）（54.5）（52.2)（50.1) （52.4） （52.1）

1980 85 90 95 2000 05 10 15 20

（％）
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資料：総務省「国勢調査」
注1：若年者率とは、総数に占める３５歳未満の割合。
注2：林業従事者の平均年齢については、1995年以前は林野庁試算による。

（ ）は平均年齢

■ 「緑の雇用」事業等による現場技能者の確保・育成

• 安全で効率的な作業に必要な知識・技術等の習
得のため林業経営体が行う3年間の研修を支援

• 現場の効率的運営や統括管理に必要な知識・
技術等の習得研修を支援

林業作業士（フォレストワーカー）

現場管理責任者（フォレストリーダー）

統括現場管理責任者（フォレストマネージャー）

就業前

就業後

林業への就業に向けて、
林業大学校等において学ぶ青年

• 学生へ給付金を支給

林業事業体の自主的な安全活動の促進

• 労働安全の専門家による安全指導等を実施

経営者

（林業経営体）

）
（現場技能者）

従業員

現場に指示

（1～3年目）

（5年目～）

（10年目～）

（随時）

※森林組合、民間事業体、
森林所有者（林家）

※ 施業実行を担う者

■ 死傷年千人率の目標

伐倒作業の
VR体験シミュレータ

ファン付き
作業服

防護ブーツ
小型エンジン
ウインチ

 林業従事者は長期的には減少傾向にあるが、2015年から2020年にかけては横ばいに転じ、4.4万人。全産業の若年者率
が低下する中、林業ではおおむね上昇傾向。

 「緑の雇用」事業等により、新規就業者を確保し、現場技能者として段階的・体系的に育成。また、雇用管理の改善と
労働災害防止対策を推進。林業における労働災害の発生率は他産業と比べ高く、更なる改善が喫緊の課題。

 林業分野の外国人労働者は、2024年10月末時点で234名と少ない中、2024年９月に林業が技能実習２号・３号移行対象
職種と特定技能１号の対象にそれぞれ追加。

■ 新規就業者数の推移

資料： 厚生労働省「業種別死傷年千人率」
（労働者千人当たり１年間に発生する死傷者数（休業４日以上））

「緑の雇用」による新規就業者約2.3万人
（2003年以降全体の約3割）

資料：林野庁業務資料

平均：約3,200人

平均：約2,300人

（年）



④森林の経営管理に関する取組
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 我が国の森林保有構造は、保有面積10ha未満が林家数の約９割を占めるなど、小規模、零細。また、森林所有者の世代交代
や不在村化等から、所有者の特定が困難な森林、経営意欲のない森林が多数存在。

 意欲ある者が複数の所有者の森林を取りまとめ、経営管理を一括して実施する「集積・集約化」を推進するため、森林経営
計画の作成促進とともに、市町村における林地台帳制度、森林経営管理制度に基づく取組を推進。

■ 林家の保有山林面積

資料：農林水産省「2020年農林業センサス」
   注：林家とは保有山林面積が１ha以上の者。

林家数

（69万戸）

1～5ha
51.2万戸
（74％）

5～10ha
9.3万戸
（13％）

保有面積10ha未満 約９割

■ 所有者不明森林の存在
（登記簿情報だけでは所有者に連絡が付かない割合）

宅地 農用地 林地 合計

20.8% 23.1% 29.8% 24.0%

資料：国土交通省
「令和２年度地籍調査における土地所有者等に関する調査」

注：ここでの「所有者不明」としては、登記簿上の登記名義人（土
   地所有者）の登記簿上の住所に、調査実施者から現地調査

の通知を郵送し、この方法により通知が到達しなかった場
合を計上。

10～50ha
7.6万戸
（11％）

100ha以上
0.3万戸
（0.5％）

50～100ha
0.6万戸
（1％）

■ 森林の経営管理の集積・集約化

森林所有者の確認

森林所有者から経営委託の同意取りつけ

【経営管理の集積・集約化の効果（イメージ）】【林業経営者等による集積・集約化の流れ】

森林の境界の明確化

市町村等が認定する
森林経営計画の策定等により

一体的なまとまりのある森林において
効率的な森林施業を実施

宅地 農用地 林地

6% 20% 33%

■ 土地を手放したい者の存在

資料：国土交通省
「H30個人土地所有者向けアンケート結果について」
（平成31年４月）
所有するすべての土地を手放したい所有者の割合

適切な経営管理の実施

高効率な作業システムの導入
効率的な路網整備

■ 森林経営管理制度の概要

■ 林地台帳制度の概要

➢ 市町村が民有林の所有者や境界測量の状況などをまとめた林地台帳を整備
➢ 台帳情報の一部を公表するとともに、森林所有者や森林組合・林業事業体等へ情報提供

【地図の例】
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➢経営管理が行われていない森林について、市町村が仲介役となり森林所有者と担い

手を繋ぐ仕組みを構築。

➢2019年４月の制度開始から５年が経過し、1,132市町村において取組を実施。

経営管理を
委託

経営管理を
再委託

森林所有者
（所有者が不明の場合
にも特例を措置）

市町村

林業経営に
適した森林

林業経営に
適さない森林

林業経営者

市町村が自ら管理

※所有者から市町村への申出も可

新たな制度を追加

これまでは森林所有者自ら、
又は民間事業者に委託し経営管理

森林環境譲与税の活用を想定

（2026年度末までに170万haの意向調査が実施されるよう取組を推進。）

主な実績 意向調査実施面積 市町村への委託 林業経営者への再委託

2023年度末（累計） 約103万ha 約23,200ha 約3,200ha
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18

３林業

○ 使途別の活用額

■ 森林環境税・森林環境譲与税の概要 ■ 自治体における取組状況

○ 取組事例

市町村等における効果的な取組の推進を図るため、林野庁として、優
良事例の横展開を図るとともに、都道府県と連携して、研修の開催・個
別の助言等を通じて市町村をサポート

 森林の公益的機能の維持増進の重要性に鑑み、市町村及び都道府県が実施する森林の整備及びその促進に関する施策
の財源に充てるため、「森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律」により、令和元年度から森林環境譲与税を市
町村及び都道府県に譲与。令和６年度から森林環境税の課税開始。

○ 市町村における主な取組実績

※ 活用額、取組実績は総務省・林野庁調べ。
※ 活用額のうちR６予定の金額については、令和６年６月時点
で自治体への聞き取り結果をとりまとめたもの。○ 森林環境譲与税の譲与額と市町村及び都道府県に対する

譲与割合及び譲与基準

（億円）
➢ 森林環境税（令和６年度から課税）

個人住民税均等割の枠組みを用いて、国税として１人年額
1,000円を市町村が賦課徴収。

➢ 森林環境譲与税（令和元年度から譲与）
・ 市町村及び都道府県に対し、私有林人工林面積(※林野率に
より補正) （55％）、林業就業者数（20％）、人口（25％）により
按分して譲与。

・ 市町村の使途は、間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用
の促進や普及啓発等の森林整備及びその促進に関する施策。

森林環境譲与税の全国の活用状況や取組事例についての林野庁HP
URL：https://www.rinya.maff.go.jp/j/keikaku/kankyouzei/231018.html

木材利用・普及啓発

人材育成・担い手の確保

間伐等の森林整備関係

【愛媛県西条市】
森林経営管理制度に基づく
市町村による間伐の実施

【大阪府茨木市】
文化・子育て複合施設の内装
及び家具の一部木質化

いばらき

【奈良県、県内5市町村】
林務行政の専門職員（県職員）

を市町村へ長期派遣

主な
取組実績

R１ R２ R３ R４ R５

森林整備
面積

(うち間伐
面積)

約0.6万
ha

(約0.4万
ha)

約1.8万
ha

(約1.0万
ha)

約3.1万
ha

(約1.4万
ha)

約4.3万
ha

(約2.0万
ha)

約5.2万
ha

(約2.3万
ha)

林道、森林
作業道等
の整備

約9.0万
m

約23.8万
m

約42.0万
m

約51.4万
m

約86.7万
m

木材
利用量

約0.5万
m3

約1.3万
m3

約2.3万
m3

約2.8万
m3

約3.1万
m3

イベント、
講習会等

約900
回

約1,000
回

約1,800
回

約2,400
回

約2,600
回

（年度）

さいじょう



⑥経営基盤・経営力の強化
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３林業

 森林経営管理制度の創設等を受け、地域の林業経営体の経営基盤・経営力を強化し、山元への一層の利益還元を進めて
いくことが必要。このような中、森林組合が販売事業の拡大に向けて組合間の事業連携等を推進できるよう、森林組
合法を改正（令和３年４月施行）。

 集約化を担う森林施業プランナーやその支援等を行う森林総合監理士に加え、木材の有利販売等を担う森林経営プラ
ンナーの育成を推進。

■ 改正森林組合法の概要 ■ 施業の集約化、経営力強化を担う人材の育成

項目 内容

組合間の多様な

連携手法の導入

○森林組合の経営基盤の強化に向けて、事業ごとの連携強化可能

となる枠組みとして、事業譲渡、吸収分割及び新設分割を導入。

正組合員資格の

拡大

○同一世帯に属していない子も含めて、推定相続人が経営に参画し

ていれば正組合員となることができるようにすること等を措置。

事業の執行体制

の強化

○新たな需要先の開拓のためマーケティング強化が重要であることから、

販売事業等に関し実践的な能力を有する理事の配置を義務付け。

○若年層や女性の参画を促進するため、理事の年齢及び性別に著

しい偏りが生じないことへの配慮規定を設置。

○組合員への利益還元等を促すため、森林組合は「森林の有する

公益的機能の維持増進を図りつつ、林業所得の増大に最大限の

配慮をしなければならない」旨を明記。

＜組合間の多様な連携手法の導入（イメージ）＞

新設分割の例

A～Cの各県森連の

販売事業の一部を

切り出し（ ）、

広域に販売事業を

担う連合会を新設

森林施業プランナー

R５年度末（実績） 2,375人

森林総合監理士
（フォレスター）

R５年度末（実績）
1,686人• 森林所有者に施業の提案を行い、

集約化を担う人材
• 地域の森林づくりの
全体像を示し、市町
村や森林所有者等
への技術的支援や
指導を行う人材

森林経営プランナー R５年度末（実績）160人

支援

現地調査

森林所有者への施業提案
※集約化の事例
(隣接者にも施業を働きかけ)

• 木材の有利販売、事業

体間の事業連携や再造

林の推進など、これか

らの経営を担う人材

• 実績を積んだ森林施業

プランナー等を対象に、

森林経営等に関する研

修を実施し、育成。

森林経営プランナー

森林施業プランナー

森林施業プランナー

森林施業プランナー
研修の様子



都道府県等
レーザ計測による高度な
森林資源・地形情報の把握

■ ICT（情報通信技術）を活用した生産管理の導入事例

⑦生産性の向上

20

３林業

 路網の総延長は増加しているものの、木材輸送などに重要な林道の整備が遅れている。路網の整備を引き続き進めると
ともに、災害の激甚化、走行車両の大型化等に対応できるよう、改築・改良により路網の強靱化・長寿命化を図る。

 傾斜など現場の状況に応じた効率的な作業システムの普及・定着や、リモートセンシング技術やICTを活用した森林資
源調査・生産管理等により、生産・流通コストの低減を図る。

■ 路網の区分及び役割

森林作業道：主とし
てフォワーダ等の林
業機械の走行を想定
した森林施業用の道

林業専用道：10トン
積トラック等の走行
を想定した専ら森林
施業に利用する道

林道：森林施業の実施に必要
な路網の骨格となる道
（不特定多数の者も利用可能）

■ 路網の現状と整備の目安 ■ 丸太生産にかかるコスト比較

森林クラウド

搭載

情
報
共
有

森林組合・選定経営体等
木材検収システムによる

生産情報の共有

アプリによる
現場進捗管理

レーザデータを活用した
机上での路網・生産計画の作成

林内通信等を用いた
データ連携

2022
26

ICT林業生産管理
システム

ICTハーベスタ

効率的な運材計画

データの循環

木材価格のうち、生産・流通コストの
占める割合が高い。

高
い
生
産
・
流
通
コ
ス
ト

※ 国立研究開発法人森林研究・整備機構
注：伐出コストは山土場までのコスト。運材コストは山土場から
原木市場までの運賃（オーストリアは直送による木材加工工場
までの運賃）。流通コストは市場経費を含む原木市場から工場
までの運賃（オーストリアは工場側手数料のみ）。

■ 高性能林業機械を使用した作業システムの例

森林作業道

車
両
系
作
業
シ
ス
テ
ム

架
線
系
作
業
シ
ス
テ
ム

伐倒：チェーンソー 木寄せ：ウインチ
付きグラップル

造材：プロセッサ 集材：フォワーダ 運材：トラック

伐倒：チェーンソー 集材：タワーヤーダ又
はスイングヤーダ

造材：プロセッサ 運材：トラック

木材を掴み荷役を行う
枝払、玉切、木材
の集積を行う

玉切した木材を荷
台に積んで運ぶ

簡便に架線集材するため人工支柱※

を装備した自走可能な集材機

枝払、玉切、木材
の集積を行う

林業専用道

林道

林道

森林作業道 林業専用道

伐倒：チェーンソー 木寄せ：ウインチ
付きグラップル

造材：プロセッサ 集材：フォワーダ 運材：トラック

森林作業道 林業専用道 林道

木材を掴み荷役を行う
枝払、玉切、木材
の集積を行う

玉切した木材を
荷台に積んで運ぶ

森林作業道 林業専用道 林道

伐倒：チェーンソー 集材：タワーヤーダ又は
スイングヤーダ

造材：プロセッサ 運材：トラック

簡便に架線集材するため人工支柱
を装備した自走可能な集材機

枝払、玉切、木材
の集積を行う

7.3
4.4

3.6

5.7

1.3 1.8

0.2 2.6

オーストリア
ドイツトウヒ

日本
スギ主伐

流通コスト

運材コスト

伐出コスト

立木価格
20 20 20 21 25

21 23 24 
30

35

0

10

20

30

40

50

60

70

2021 2022 2023 2035

目標

望ましい

総延長

森林作業道
林道等

資料：林野庁業務資料
注：林道等には、「主として木材輸送トラックが走行する作業道」を含む。

現状

総
延
長

（万km）

整備の目安



⑧新しい林業の展開

21

３林業

 現在、我が国の林業は、厳しい自然条件下での人力作業が多く、軽労化・効率化が課題。また、このような背景から、
木材（丸太）販売収入に対して、伐採から再造林・保育に係る経費が高くなっており、伐採後の再造林が低位。

 このため、森林の経営管理の集積・集約化、路網整備の推進に取り組むとともに、新技術を活用した機械化・デジタル化
や成長に優れたエリートツリー等の導入などにより、伐採から再造林・保育に至る収支のプラス転換を可能とする、「新
しい林業」の実現を目指す。

植栽 下刈り

苗木の運搬、植栽作
業は人力が基本

人力が基本で、夏季
の炎天下で作業

立木を手作業で計測
するため、多くの労力
が必要

機械化が進む一方、
ﾁｪｰﾝｿｰ伐倒、荷掛け
作業は、人により実施

森林調査 伐採作業

人力が基本の作業

エリートツリー等の導入などによる低コスト化（伐期短縮も可能に）

エリートツリー等従来品種

下刈り回数の削減や
伐期の短縮等に期待

低密度植栽で、植え
る手間とコストも縮減

標準的な伐期（50年→30年）

伐採・造林の一貫作業
による作業の効率化

新しい林業（目指す姿）

低コスト化等により収支をプラス転換

収入

経費

34万円/haの赤字
696万円

730万円

主伐 307万円 造林 281万円
保育

143万円

丸太販売収入 445万円 補助金 251万円

収入

経費

560万円

448万円
113万円/haの黒字

主伐

245万円
造林

122万円

保育

81万円

丸太販売収入 446万円 補助金

114万円

現在の林業

資料：林野庁「林業経営と林業構造の展望②」（林政審議会（令和２年11月16日）資料３）をもとに作成。値は施業地１ha単位の試算。

新技術の活用による低コスト化

林業機械の自動化・遠隔操作化

レーザ計測による資源情報の把握
3次元デジタルデータ

林相区分図

遠隔操作伐倒機械 自動走行フォワーダ 遠隔操作下刈り機械

ドローン搭載型

航空機

地上設置型

解
析
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